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東京圏の高齢化問題への取り組み

◎東京圏の高齢化問題への対応は、地方創生の行方に重大な影響をあたえる。

１．東京圏は、今後急速に高齢化し、医療・介護ニーズが急増する。
○地方は既に高齢化のピークを迎えているのに対して、東京圏は今後急速に高齢化する。医療・

介護ニーズの高い７５歳以上の後期高齢者は、一都三県で２０１０年から２０２５年の１５年で

２５４万人増加し、その後も増大し続ける。

○このため、医療・介護ニーズの増大に対応して、医療・介護サービスを大幅かつ急速に整備する

ことが必要となる。

２．このまま推移すると、東京一極集中や介護費用増大の問題が深刻化する。
○今後、医療・介護人材の増大が予測されているが、追加的必要量の多くは東京圏が占める。

このまま推移すれば、地方から人材が流入し続け、東京一極集中が加速化する可能性が高い。

○加えて、東京圏は、地方に比較して、施設整備や介護給付費の単価が大幅に高いため、介護

費用が割高になる問題がある。
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３．地方移住の促進や東京圏における中長期的・広域的な対応が課題となる。

○東京圏の高齢化問題に対処するためには、地方への移住を希望する人の支援を行うとともに、

東京圏の医療・介護体制や高齢者の住まいのあり方について、中長期的かつ広域的な観点から

検討することが必須である。

◎一都三県での広域的な連携、さらには国サイドでもこの問題に各省縦割りでなく取り組む

ことが喫緊の課題 → 推進体制の構築が必要

出典：東京都福祉保健局（2015）「第6期東京都高齢者保健福祉計画（平成27年度-29年度）」

２



増
加
数
合
計
（
一
都
三
県
）

２
５
４
万
人

資料：国立社会保障・人口問題研究所（２０１３）「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」

都道府県別の高齢者（75歳以上）人口の推移
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○全国の増加数のうち３分の１が東京圏、１割が東京都で生じる見通し。
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平成23年度
(2011)

平成37(2025)年度
改革シナリオ

医師 ２９万人 ３２～ ３４万人

看護職員 １４１万人 １９５～２０５万人

介護職員 １４０万人 ２３２～２４４万人

医療その他職員 ８５万人 １２０～１２６万人

介護その他職員 ６６万人 １２５～１３１万人

合計 ４６２万人【Ｂ】 ７０４～７３９万人【Ａ】

医療・介護に係るマンパワーの必要量見通し

【医療・介護に係るマンパワーの必要量の見通し】

※１．医療・介護に係るマンパワーの必要量の見通
しは、平成23年6月2日の社会保障改革に関する

集中検討会議に提出された「医療・介護に係る長
期推計」より。平成37年は、医療・介護の改革を
進めた場合（パターン１）による。

※２．医療・介護ニーズ等に係る数値の一部につい
ては、※１に示した推計の平成24年３月改定版

が用いられることもあるが、数値に大きな差はみ
られない。

○後期高齢者の増加に対し、医療・介護に係るマンパワーとして２４０～２８０万人の
増加が必要。その相当部分は東京圏において生じる可能性が高い。
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【Ａ】－【Ｂ】 ≒ ２４０～２８０万人



介護費用の地域差

出典：東京都福祉保健局（２０１０）「大都市の実態に即した介護保険制度のあり方等に関する緊急提言」

○東京の地価や特別養護老人ホームの建設費等は地方と比べて相当に高く、
これがそのまま施設入所者の食費・居住費の高騰を招いている。

○東京23区は、介護報酬の1級地のため、上乗せ割合が20％あり、他の地域よ
りも人件費が高い。

地価比較

建築費単価比較
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